


序     文 
   
 フィリピン共和国では、歴代の政権が経済発展を促進させる目的で理工系人材の育成を重視して

おり、1994 年から同国に対し JICA として初めての理数科教育を中心とした基礎教育分野のプロジェ

クト方式技術協力を展開してきた。1999 年から開始された初中等理数科教育研修強化計画（SBTP）
では、学校群（クラスター）研修を通じ教員同士のネットワークを構築すると同時に、指導主事等を

巻き込んだ効果的な研修制度の定着、授業教材の開発・普及を行ってきた。 
 他方、SBTP のモニタリング・教科指導を担うべき指導主事の中には、教科内容や指導方法に限界

を感じている者も多く、今後の SBTP の持続性確保のためにはこれら中心となる人材のさらなる能力

強化が必要となっている。 
 これらを受けて、JICA は、これまでの同国に対する基礎教育分野の協力を通じて構築された成果

を踏まえつつ新たな協力内容を検討するため、2005 年 11 月、2006 年 3 月、2006 年 6 月に調査団を

派遣し先方と協議を行った。本報告書は上記事前調査の結果を取りまとめたものである。 
 なお、ここに本調査にご協力いただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表すとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第である。 
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AusAID The Australian Agency for International 

Development 
オーストラリア国際開発庁 

BEAM The Basic Education Assistance for Mindanao ミンダナオ基礎教育支援 
BEE Bureau of Elementary Education 教育省初等教育局 
BESRA Basic Education Sector Reform Agenda 基礎教育セクター改革アジェンダ

BSE Bureau of Secondary Education 教育省中等教育局 
CICE Center for the Study of International 

Cooperation in Education, Hiroshima 
University 

広島大学教育開発国際協力研究セ
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CPMT Central Project Management Team 中央プロジェクト管理チーム 
DepEd Department of Education 教育省 
DOBM Department of Budget and Management 予算管理省 
DOST Department of Science and Technology 科学技術省 
DPMT Division Project Management Team ディビジョン・プロジェクト管理
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EDPITAF Education Development Projects Implementing 
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ES Educational Supervisor 教育指導主事 
HRDS Human Resource Development Service 教育省人的資源開発サービス 
JBIC Japan Bank for International Cooperation 国際協力銀行 
JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteer 青年海外協力隊 
KRT Key Reform Trust 主要改革策 
LGU Local Government Unit 地方政府 
LSB Local School Board 地方教育委員会 
MTPDP Medium Term Philippine Development Plan フィリピン中期開発計画 
NAT National Achievement Test 全国学習到達度試験 
NCR National Capital Region マニラ首都圏 
NEAP National Educators Academy of the Philippines 教育省国家教育者アカデミー 
OPS Office of Planning Service 教育省計画局 
PROBE Philippines-Australia Project in Basic 

Education 
フィリピン・オーストラリア基礎

教育プロジェクト 
PWA Practical Work Approach 実験・実習を取り入れたアプロー

チ 
RA Republic Act 法令 
RLMC Regional Learning Material Center 地域学習教材センター 



RPMT Regional Project Management Team リージョン・プロジェクト管理チ

ーム 
RSTC Regional Science Training Center 地域科学教育センター 
SBM School Based Management 学校ベースマネジメント 
SBT School Based Training  学校ベース研修 
SBTP School Based Training Program 学校群運営教員再研修プログラム

SBTP-ELSSMAT Strengthening of Continuing School Based 
Training Program for Elementary and 
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初中等理数科教員研修強化計画 

SEF Special Education Fund 特別教育基金 
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Education 
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ラム） 
STTC Science and Technology Training Center 科学技術トレーニングセンター 
SV Senior Volunteer シニア海外ボランティア 
SWAPs Sector Wide Approaches セクター・ワイド・アプローチ 
SY School Year 学業年度 
TEEP Third Elementary Education Program 貧困地域初等教育プログラム 
TEIs Teacher Education Institutions 教員養成機関 
TOT Trainings of Trainers トレーナー養成研修 
USMEP Up-grading Science and Mathematics 

Education Program 
理数科教育強化プログラム 

UP-NISMED University of Philippines, National Institute for 
Science and Mathematics Education 
Development 

フィリピン大学国立理数科教育開

発研究所 

WB World Bank 世界銀行 
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報告書要旨 

                                                        
1 全国 147 の州・市事務所（division office）は、各州・市の教育長の下にある。州・市の下に 2,182 学区があり、区

の監督官が長を務める。 
2 経費については、EDPITAF がプロジェクト内容に合意が得られない段階での議論を拒否したため、フィリピン側負

担経費の予算措置状況など詳細は不明である。 

１． 事前調査の実施 

2006 年 3 月 6 日から 25 日に第 2 次事前調査を、6 月 26 日から 7 月 8 日に第 3 次事前調査を実施

した。第 2 次事前調査では、要請内容の把握、リージョン（Region）5、6、7 における学校群運営

教員再研修プログラム（SBTP）の現状と課題の把握を行った。第 3 次事前調査では、第 2 次事前調

査の結果とともに、先行する 2 つのプロジェクトの理数科教育開発パッケージ協力（1994-99 年）と

初中等理数科教員研修強化計画（2002-05 年）の成果に基づき形成された案件について、教育開発計

画実施推進局（EDPITAF）、教育省国家教育者アカデミー（NEAP）、リージョン 6 と協議した。 
 
２． 要請概要 

（１）上位目標 
・ 生徒の理数科の成績の継続的改善 
（２）プロジェクト目標 
・ 校長、主事、中央の教科担当者の SBTP のモニタリング、監督、支援能力の向上 
・ 補助教材、研修用教材の開発、印刷能力強化 
（３）活動 
・ コンポーネント１「SBTP のサポートシステム強化」 

- リージョン 5、6、7、11 の 12,017 人の校長の研修 
- 780 人の学区（district）の主事、208 人のディビジョン（division）1の主事の研修 

・ コンポーネント２「理数科教材の印刷能力強化」 
- 810 人の教材執筆者の研修 
- 2 リージョン（5、6）の地方教育学習センター（RELC）の印刷機材供与 
- 58,806 セットの補助教材作成、小中学校への配布 

（４）経費 

 
３． 現状と課題 

・ SBTP は実施されているが、教材研究、ファシリテーション、モニタリングの質に問題があり、

教師の指導力の向上に十分に結びついていない。 
・ SBTP が教育現場のニーズ（教師の教科の知識の不足、多人数学級など）を反映していない。 
 
 

活動 フィリピン2 日本 

コンポーネント１ 
（校長、主事研修） 

149 百万円 
 

186 百万円 
 

コンポーネント２ 
（執筆者研修、印刷機材、印刷経費）

20 百万円 
 

24 百万円 
 



４． 提案プロジェクトの概要 

（１）プロジェクト目標：対象地域の理数科教員が SBTP を通じて授業の目的にあった授業を組み

立て、実施できるようになる。 
（２）コンポーネント：①ベースライン調査。要請内容の「トレーニングニーズ分析」に相当。 
②主事、校長、マスター教員へのトレーナー養成研修（TOT）。TOT は、第 1 段階のコア・トレー

ナー研修（約 370 人）、第 2 段階のエコー研修（約 2400 人）からなる。 
③パイロットクラスターにおける実証的 SBTP の実施。実施結果は上記②にフィードバックされる。

（３）対象地域：リージョン 6 
（４）期間：3 年間 
（５）経費分担（最大限）：JICA ベースラインに必要な経費（比側関係者の旅費を除く）、コア・ト

レーナー研修を中心に約 16 百万ペソ、フィリピン側約 2 百万ペソ（1 ペソ＝約 2 円） 
 
５． 協議概要 

 本調査団と先方で案件を形成すべく、①教育省の援助窓口である EDPITAF、②教育省の教員研修

を管轄している NEAP、③これまで SBTP を実施していたリージョンオフィス（Regional Office）と

の協議を重ねた。 
このうち、EDPITAF との議論で、①機材供与（主に印刷機材）、②研修経費、③プロジェクトの

対象とするリージョンの数、の 3 点で合意に至らなかった。 
一方、NEAP やリージョンオフィスとの協議では、対象リージョン数や研修の実施方法について

コメントがあったものの、プロジェクト概要の大枠は合意を得ることができた。 
上記のとおり、本調査では教育分野の援助全体の窓口である EDPITAF との合意が得られなかっ

た。そのため、本プロジェクトは現在、継続的に協議を行っている。なお、協議概要については以

下に記し、その他の合意を得られなかった点については、「7.調査団・EDPITAF 間で合意が得られな

かった点」に記載する。 
 
（１）EDPITAF 
・ 協議を通じ、調査団から、以下の調査結果を報告。 
- SBTP は実施されているが、内容がマンネリ化しており、教師の指導力や授業の質の向上に十分

貢献していない。SBTP の質の向上が課題である。 
- 本技術協力プロジェクトは、SBTP の質の向上という目的を、ベースライン調査、主事・校長研

修、バイロットクラスターにおける活動を通じて達成することを想定している。 
- 対象リージョンについては、質の向上という目的に照らして、ある程度集中的な投入を行う必

要がある。1 リージョンで質の向上に貢献する SBTP の実施方法を開発し、その後、他の地域に

拡大していくのが適当と考える。 
- SBTP にかかる研修経費については、持続性の観点から JICA の投入は限定的とするのが適当と

考える。SBTP は、パッケージ協力におけるカスケードがフィリピン側の経費不足のため十分実

施されなかったとの反省に立ち、研修経費のかからない形態として進められてきた経緯がある。

 
・ これに対し EDPITAF は以下を述べた。 
- 複数リージョンでの校長・主事研修の実施、印刷機材の供与という要請内容（要請額は 210 百

万円）をその通りに実施することが必要であると考える。 
- EDPITAF は、本件を技術協力プロジェクトとしては要請していない。技術協力プロジェクトで



                                                        
3 なお、調査後に実施されたフィリピン事務所と教育省の協議では、①本案件を技術協力プロジェクトとして要請し

ており、②教育省に対する直接の資金援助を望んでいるのではなく、BESRA に対する間接的な支援広義の意味での

バジェットサポートである、と述べているが、本報告書においてはあくまで当時の発言として本文中の記載修正まで

は実施しないものとした。 

あろうと、無償資金協力であろうと、上記要請内容を満たすものであればよい。 
- 教育省としては、基礎教育セクター改革アジェンダ（BESRA）をセクター・ワイド・アプロー

チ（SWAPs）で進めており、また、バジェットサポート型を指向している。そのため、プロジ

ェクトでは今回要請内容（主事・校長研修、印刷機材、複数リージョン）のすべてがカバーさ

れる必要がある 3。 
 
これに対し、調査団からは以下を述べた。 
- プロジェクトは、学校関係者による継続的な学校改善（学校関係者による現職教員研修）、学校

への社会からの支援の増加（大学等のリソースパーソンの活用）という BESRA の主要改革策

(KRT)に対応するものである。 
- バジェットサポートといった援助のモダリティにかかわる問題は調査団の権限を越えるもので

あり、JICA 事務所と協議してほしい。 
- （リージョンの拡大について）複数リージョンでのプロジェクト実施を検討する余地はある。

ただし、今回の SBTP の質の向上という課題に対して、投入を複数リージョンに分散させるこ

とのデメリットがある。 
- （印刷機材について）技術協力プロジェクトの機材はそのプロジェクトに直接必要な機材を供

与するものである。今回の要望は、一般の教材印刷に必要な地域学習教材センター（RLMC）の

機材整備を主目的とするものであり、技プロの制度に合わないといわざるを得ない。 
 
・ 第 2 次調査時点での EDPITAF 結論  
「次官補佐等々と協議の結果として、本件を進めることはできない。」 
 
（２）NEAP、リージョン 6 

NEAP との協議ポイント 
・NEAP は本案件概要を大枠で合意している。 
・NEAP は対象州とリージョン 6 の 1 リージョンのみではなく、もう 1 リージョン増やしてほし

いと考えている。当方でも検討の余地があると考えている。 
 
協議概要 
 第 2 次調査の結果を踏まえ、第 3 次調査にて冒頭調査団より案件概要の説明を行った。それを踏

まえ、NEAP（CPMT）からは以下のとおりコメントがあった。 
  
- SBTP は理数科教育強化プログラム（USMEP）を実施するうえでの基盤となり、今回の USMEP

では、指導主事や校長を対象とした人材育成を行うことで理解している。 
- SBTP は現在他のリージョン（リージョン 1、3、4A、NCR）にも拡大しており、それらも含め、

SBTP が機能的に動くようにするため、USMEP の実施を希望している。USMEP をリージョン 6
のみで実施するとのことであるが、ぜひ比較対照も含め、他のリージョンも加えてほしい。 

 



 

 

 
 

 

- USMEP を実施する際の、EDPITAF と NEAP の役割を明確化する必要があると考えている。外

国からの援助によるプロジェクトはすべて EDPITAF によって監理されている。しかし、NEAP
も関与することがあり、特に今回の USMEP では、実施・予算交渉は EDPITAF が担当するもの

の、実際の活動に移った場合は NEAP がサポートすることになるだろう。 
 また、調査団より提案したプロジェクトの概要に対し、NEAP は以下のとおりコメントをした。

 
- SBTP の成果を USMEP につなげることは重要である。また、USMEP 用の CPMT をまた新たに

組織する必要はない。SBTP の CPMT がそのまま使えるだろう。 
- NEAP も SBTP で焦点を当てるべき教育の質について調査を実施する必要があると感じている。

- SBTP の社会的インパクトはまだ調査されていない。SBTP の終了時評価では、その点について

触れられていない。 
- もし研修内容が教授法や知識、教育評価や教科内容で構成されるのであれば、初年度は 15 日、

2 年目、3 年目は 5 日間の研修が必要であると考える。 
- USMEP をリージョン 6 のみで実施するのであれば、選定の際の妥当性を明確にしておく必要が

ある。 
 
６． 今後の進め方 

JICA フィリピン事務所において、引き続き妥協点を探るべく交渉を行う。 
 



 

 

７． 調査団、EDPITAF 間で合意が得られなかった点 
 

 調査団方針 EDPITAF 方針 
BESRA の中での位置づけ  検討中プロジェクトは、BESRA の KRT1「学校関係者による継続的な

学校改善」、KRT2「望ましい学習成果を得るための社会からの支援増加」

に位置づけられる。 

この点について異存は表明されていない。 

SWAPs 援助プロジェクト・プログラムが、フィリピンの政策に基づき、調整さ

れた形で実施されることが重要であり、1 ドナー、1 プロジェクトがす

べてをカバーする必要はない。 

今回の要請内容（4 リージョンの主事・校長

研修実施、印刷機材。要請金額 210 百万円）

がすべてカバーされる必要がある。 
バジェットサポート 技術協力プロジェクトとして形成。 バジェットサポートを指向。技術協力プロジ

ェクトとして要請していない。 
対象地域 ・ 複数リージョンでの実施を検討する余地はある。 

・ ただし、SBTP の質の向上という課題に対して、投入を複数リージ

ョンに分散させることのデメリットはある。 
・ 複数リージョンを対象とする場合、特に研修経費の負担額が問題と

なる。 

4 リージョン。教育省としては 1 リージョン

のみを対象とするプロジェクトは正当化し

難い。 

研修経費（日当宿泊費） ・ 持続性の観点から研修経費、特に日当・宿泊費は高額にすべきでは

ない。 
・ （経費負担案では、JICA は、研修経費 15 百万ペソのうち、コア・

トレーナー研修（370 人）の参加者宿泊費を含む 14 百万ペソの負担

を想定。 
・ なお、パッケージプロジェクトでフィリピン側研修経費の負担が行

われなかった経験を踏まえ、SBTP プロジェクトでは、学校自身に

研修経費がかからない形をとった。 

4 リージョンの校長、主事 12,000 人を対象と

した、186 百万円の研修経費を要望。 

印刷機材 
 

・ 技プロの機材はそのプロジェクトに直接必要な機材を供与するも

のである。 
一般の教材印刷に必要なリージョン 5 の教

材センターを整備するものである。 
SBTP による授業の質の改善 現在の SBTP は教師の指導力の向上に十分貢献していない。 

SBTP及びそれを通じた授業の質の改善が本プロジェクトの中心的課題

である。 

SBTP の質が課題であるとの発言はあるが、

認識が具体的ではない。 
主事・校長研修を実施すること自身により関

心がある。 



 

 

協議概要 

(1) 協議のポイント 

・ 第 2 次、第 3 次の調査を通じ、調査団から、以下の調査結果を説明。 
- SBTP は実施されているが、内容がマンネリ化しており、教師の指導力や授業の質の向上に十

分貢献していない。SBTP の質の向上が課題である。 
- 本技術協力プロジェクトは、SBTP の質の向上を、ベースライン調査、主事・校長研修、バイ

ロットクラスターにおける活動を通じて達成することを目指している。 
- 対象リージョンについては、質の向上という目的に照らして、ある程度集中的な投入を行なう

必要がある。1 リージョンで質の向上に貢献する SBTP の実施方法を開発し、その後、他のリ

ージョンに拡大していくのが適当と考える。 
- SBTP にかかる研修経費については、持続性の観点から JICA の投入は限定的とするのが適当と

考える。SBTP は、パッケージ協力におけるカスケードがフィリピン側の経費不足のため十分

実施されなかったとの反省に立ち、研修経費のかからない形態として進められてきた経緯があ

る。 
 
・ これに対し EDPITAF は以下を述べた。 
- 複数リージョンでの主事・校長研修の実施、印刷機材の供与という要請内容（要請金額は前者

が 186 百万円、後者が 24 百万円）をその通りに実施することが必要であると考える。 
- EDPITAF は、本件を技術協力プロジェクトとしては要請していない。技術協力プロジェクトで

あろうと、無償資金協力であろうと、上記要請内容を満たすものであればよい。 
- 教育省としては、BESRA を SWAPS で進めており、また、バジェットサポート型を指向してい

る。そのため、プロジェクトでは今回要請内容（主事・校長研修、印刷機材、複数リージョン）

のすべてがカバーされる必要がある。 
 
・ これに対し、調査団からは以下を述べた。 
- プロジェクトは、学校関係者による継続的な学校改善（学校関係者による現職教員研修）、学

校への社会からの支援の増加（大学等のリソースパーソンの活用）という BESRA の KRT に対

応するものである。 
- バジェットサポートといった援助のモダリティにかかわる問題は調査団の権限を越えるもの

であり、JICA 事務所と協議してほしい。 
- （リージョンの拡大について）複数リージョンでのプロジェクト実施を検討する余地はある。

ただし、今回の SBTP の質の向上という課題に対して、投入を複数リージョンに分散させるこ

とのデメリットがある。 
- （印刷機材について）技術協力プロジェクトの機材はそのプロジェクトに直接必要な機材を供

与するものである。今回の要望は、一般の教材印刷に必要な RLMC の機材整備を主目的とす

るものであり、技プロの制度に合わないと言わざるを得ない。 
 
・以上から、調査団と EDPITAF には以下のような考え方の相違があるといえる。 
調査団は、SBTP の質の向上という課題に対して、1 リージョンを対象に、一定期間、一定の投

入を行い、質の向上に貢献する SBTP のモデルの開発という成果を達成する技術協力プロジェクト

を形成し、EDPITAF、NEAP、リージョンとの協議を進めた。また、SBTP にかかる研修経費につ



 

 

いては、持続性の観点から JICA の投入は限定的とするのが適当との考え方をった。 
 これに対し、EDPITAF の真意は、複数リージョンの主事・校長研修の研修経費と、リージョン 5、
6 の印刷機材を得ることにあったと考えられる。 
 
(2) 協議内容 

1) EDPITAF 
①第 2 次調査・第 1 回会議 
3 月 6 日・EDPITAF で 
出席者 

氏  名 所  属 役  職 
Mr. Jesus L. R. Mateo EDPITAF, DepEd Executive Director 
Ms. Psyche Vetta Alava EDPITAF Deputy Executive Director 
Mr. Roger B. Manapal OPS, PDED, DepEd PDO III 
Mr. Arturo D. Tuazon EDPITAF, DepEd ISA III 
Ms. Rebecca S. Bualat EDPITAF, DepEd HRMO III 
星出 一巳 PDED-OPS, DepEd JICA 個別専門家 

 
・ 先方の要請内容につき以下を協議した。 
- （当方）教育の分権化と今回要請の関係如何。 
- （先方）教育の分権化を進めるため、学校ベースマネジメントプログラム（SBM Program）が

取り入れられ、SBTP のマネジメント（計画、予算、リソースパーソンのマネジメントを含む）

はディビジョンオフィス（主事）、学校（校長）が責任を有することになった。今回の要請は、

SBTP の質の向上のため、主事、校長の管理者やファシリテーターとしての機能を強化するこ

とを目的とする。 
 
- （当方）SBTP は直接的に全国学習到達度試験（NAT）の成績を向上させるとはいえない（SBTP

は理解力、思考力の向上を目指す。他方、NAT では記憶力が求められる） 
- （先方）SBTP プロジェクトで NAT の成績、デ・ラ・サール大学の調査結果があがっていない

という問題がある。他方、NAT については、記憶力をみるものから、理解力、思考力をみるも

のに改定していく方向にある。 
 
- （当方）2 回目の要請で SBTP の継続、質の改善というコンポーネントを落とした経緯は？ 
- （先方）国家経済開発庁（NEDA）の指摘により落とした。これは、SBTP それ自身はフィリ

ピン側で回していけるという仮定による。 
 
- （当方）BESRA と今回要請の関係如何？ 
- （先方）BESRA に基づき SWAPs を進めている。プロジェクトは BESRA のマトリックスの中

に位置づけられる必要がある。 
 
②第 2 次調査・第 2 回会議 
3 月 10 日、EDPITAF で 
出席者 



 

 

氏  名 所  属 役  職 
Mr. Jesus L. R. Mateo EDPITAF, DepEd Executive Director 
Ms. Psyche Vetta Alava EDPITAF Deputy Executive Director 
Mrs. Alice Alafriz Pañares NEAP Deputy Director, NEAP 
Mr. Roger B. Manapal OPS, PDED, DepEd PDO III 
Mr. Arturo D. Tuazon EDPITAF, DepEd ISA III 
Ms. Rebecca S. Bualat EDPITAF, DepEd HRMO III 
星出 一巳 PDED-OPS, DepEd JICA 個別専門家 
内薗 清 NEAP JICA シニアボランティア 

 
調査団より、別添のフィリピン教育省提出調査団レポート（Report, Preliminary Survey Team）に

沿って、今回調査結果を報告した。概要は以下のとおり。 
 
・理数科教育、特に SBTP を通じた教員の能力強化について、EDPITAF、NEAP、リージョン・デ

ィビジョンオフィス、校長、教員と協議した結果として、今後のプロジェクトを検討する際に重要

なファインディングとリコメンデーションは以下のとおり。 
 
（ファインディング・今回プロジェクトの位置づけ） 
・ フィリピン政府、ドナーの支援による教育開発は BESRA の枠組みの中で実施される必要があ

り、当該プロジェクトも BESRA に位置づけられる必要がある。 
・ 教育の地方分権化、学校優先イニシアティブ（SFI）の取り組みの中で、研修実施がリージョ

ン、学校の責任となっており、当該プロジェクトもこうした取り組みを強化するものである必

要がある（EDPITAF からは、特に地域でリソースパーソンを確保することの重要性が指摘され

た）。 
・ これまで、SBTP は、フィリピン側の努力により開発、運営されてきている。SBTP の運営、拡

大はフィリピン側により継続的にされるべきものである。日本の協力は、以下のファインディ

ングに基づき、特に SBTP の質に集中する必要がある。 
 
（ファインディング・SBTP の実施状況） 
・ リージョン 4（西ビサヤ）における授業と SBTP の視察の結果として以下を説明。 
- SBTP は実施されているが、内容がマンネリ化しており、教師の指導力や授業の質の向上に十

分貢献していない。 
- SBTP が教師の指導力の改善に結びつくためには、教科の内容と指導法の双方について、適切

なリソースパーソン、ファシリテーターを確保することが不可欠である。 
- SBTP を学校活動の一貫として実施するために、校長、指導主事の役割は重要である。他方、

彼らは管理的な業務を行う立場にあり、彼らの教科の内容、指導法の知識を向上されることに

は限界がある。また、もともと理科や算数のバックグラウンドがない校長や主事が教科の知識

を向上させることにも限界がある。 
- SBTP の質の向上のためには、教員養成機関（TEIs）や地域科学教育センター（RSTC）との協

力関係の強化が重要である。 
- 教師がよい授業をできるようになるためには、理論を理解するのみならず、実際のよい授業を

見ることが重要である。 



 

 

- SBTP の質の向上とともに、SBTP の制度面の強化を検討することが必要である（例えば、SBTP
を教師のキャリア開発に位置づける）。 

- 「授業の質の向上」の定義について、それが NAT の結果の向上を指すのか、子どもの理解力・

思考力の向上を指すのかについては、今後検討が必要である。 
- 印刷機材の供与については、今後形成するプロジェクトの目標や活動との関係で検討する必要

がある。 
- 今後形成するプロジェクトにおいては、上記を踏まえ、地域の人的・財政的資源、また、日本

からの小規模ではあるが効果的な投入を活用することが重要である。 
 
・この後、EDPITAF からの発言を受けて、以下の議論がなされた。 
- （EDPITAF）教育省としては本件をバジェットサポートとして要請しているが、今回の調査結

果を受けてバジェットサポートとして実施する予定はあるのか。 
- （調査団）通常バジェットサポートは、教育省に直接資金を入れる訳ではなく、予算管理省

（DOBM）に資金が入り、通常の予算支出の仕組みで支出されるが、そのようなものを考えて

いるのか。 
- （EDPITAF）そのような形は考えていない。プログラムアプローチを考えている。 
- （調査団）プログラムアプローチの中で、適切な部分をプロジェクトという形で切り取り実施

することはプログラムに貢献するものであり、プログラムと矛盾するものではない。 
- （EDPITAF）現物支給でも可能である。4 
- （調査団）SWAPs、バジェットサポートといった援助のモダリティについて調査団として議論

する立場にない。本件については JICA 事務所と協議願いたい。 
 
③第 3 次調査・第 1 回会議 
7 月 3 日・EDPITAF で 
出席者 

氏  名 所  属 役  職 
Mr. Jesus L. R. Mateo EDPITAF, DepEd Executive Director 
Ms. Psyche Vetta Alava EDPITAF Deputy Executive Director 
Mr. Roger B. Manapal OPS, PDED, DepEd PDO III 

 
・ 前回の調査結果や、今回のリージョン 4 のリージョン・ディビジョンオフィス、NEAP との協

議の結果をもとに、調査団から資料に基づき以下のプロジェクト概要を提示した。なお、当該

プロジェクトの中心課題は、SBTP の質の向上であり、当該プロジェクトの実施に際しては、

SBTP プロジェクトを通じて開発されたキャパシティの活用と当該プロジェクトのサステイナ

ビリティが重要である点を指摘した。 
 
- プロジェクトの概要 
目的：SBTP 参加教員が授業の目的に応じた理数科の授業を構築できるようになる。 
コンポーネント：（ベースライン調査、TOT、パイロットクラスター） 
対象地域：リージョン 6（モデルリージョン） 
期間：3 年間 

 



 

 

- コンポーネント 1：ベースライン調査 
教員の現状や課題を踏まえ、SBTP を通じて教員がどのような知識、技術を向上させることが求

められるかを明らかにする。 
 

- コンポーネント 2：TOT 
・ TOT は、コア・トレーニングとエコー・トレーニングからなる。コア・トレーニングは、

指導主事、校長、マスター教員約 370 名を対象とする。エコー・トレーニングは、指導主

事、校長、マスター教員約 2400 人を対象とする。 
・ 上記によりトレーナーの効果的で十分な量（critical mass）を養成し、SBTP の質と持続性

の向上を図ることが重要である。 
・ SBTP の質の向上には、マスター教員の役割が重要であり、TOT にはマスター教員を含む。

・ エコー・トレーニングは、フィリピン側が計画・実施する。 
・ SBTP の質の向上のため、授業の準備段階である「教材研究」を強化し、指導法や教材を

向上させる。 
 
- コンポーネント 3：パイロットクラスター 

・ TOT を受けた、指導主事、校長、マスター教員がパイロットクラスターで実際に SBTP の

ファシリテーションを行い、現場における実際的、効果的なファシリテーションの方法を

明らかにする。このようなファシリテーションの方法は、他のクラスターや中央とも共有

される。 
 
・ EDPITAF から要望のある事項に対する当方の回答 
- （リージョン 6 以外のリージョンを対象にすることについて）限られた資源で SBTP の質の向

上という成果を得るには、複数のリージョンを対象とするのは不適当。また、教育行政の地方

分権化の中で、教員研修もリージョンの責任事項となっており、SBTP の質を向上させるため

には、リージョンとしての仕組みを作ることが重要。リージョン 6 は、他のリージョンと比べ

て意識が高く、本プロジェクトの実施に不可欠な SBTP への大学の協力がすでにある。他のリ

ージョンへの拡大については、リージョン 6 をモデルとして、教育省が進めていくことも可能。

- （印刷機材の供与について）印刷機材の使用頻度が不明であること、また、消耗品、維持管理

等の経費を考慮すると、外注するほうが合理的と考えられる。リージョン側からも外注が適当

との意見が出ている。なお、前回調査時にオーストラリア国際開発庁（AusAID）が支援した

リージョン 7 の RLMC を訪問した際、同センターの印刷機材は使われていなかった。 
 
・ 調査団から、プロジェクト実施に必要な経費の JICA、フィリピン側の分担についての説明を

申し出たが、EDPITAF は、以下のプロジェクトの対象地域、印刷機材について合意が得られな

い段階での説明は不要とした。 
 
・ 以上に対し、EDPITAF より以下の発言がなされた。 
- プロジェクトの目的（SBTP を通じた授業の質の向上）、プロジェクトの主要なコンポーネント

（SBTP の質の向上のための主事・校長研修）については合意する。 
- プロジェクトをリージョン 6 以外にも広げてほしい。全リージョンに対して責任を有する教育

省としては、リージョン 6 のみを対象とするプロジェクトは正当化しがたい。 



 

 

- 教員や生徒が使用する教材（プロジェクトで必要となる印刷物とは別の一般の教材）の不足が

問題であり、リージョン 5 の印刷機材計約 500 万円を含めてほしい（リージョン 6 については、

AusAID が機材を供与する予定があるため、リージョン 5 の機材としたという）。 
 
④第 3 次調査・第 2 回会議 
7 月 6 日・EDPITAF で 
出席者 

氏  名 所  属 役  職 
Mr. Jesus L. R. Mateo EDPITAF, DepEd Executive Director 
Ms. Psyche Vetta Alava EDPITAF Deputy Executive Director 
Mr. Roger B. Manapal OPS, PDED, DepEd PDO III 

 
・調査団より、前回会議時の懸案事項に関し以下を説明した。 
 
- リージョンの拡大について 

・ 6 月 5 日の事務所からの EDPITAF との協議結果報告を受けて、リージョン 6 で検討した。

複数リージョンを検討する余地はある。 
・ ただし、投入が分散すること、そのような中で、SBTP の質の改善に対する貢献は低下す

ると考えられる。また、1 つのリージョンで SBTP の質の向上というモデルを作ること、

そのための仕組み作りも重要であると考える。RSTC との協力関係等を考慮するとリージ

ョン 6 が適当と考える。複数のリージョンに分散した場合、リージョン内で対象となるク

ラスター、そうでないクラスターが出てくるのも問題と考える。その場合、リージョン内

で JICA が投入できないところには教育省（DepEd）が投入する必要がある。 
・ 複数リージョンとすることが適当かどうかは、プロジェクトの設計、投入、成果について

さらに検討が必要。 
- 印刷機材について 

・ 技術協力プロジェクトの機材はそのプロジェクトに直接必要な機材を供与する。 
・ EDPITAF の要望は、一般の教材印刷に必要な RLMC の機材整備を主目的とするものであ

り、技プロの制度に合わないと言わざるを得ない。 
・ 印刷機材の使用頻度が不明であること、また、消耗品、維持管理等の経費を考慮すると、

外注するほうが合理的と考えられる。リージョン側からも外注が適当との意見が出ている。

なお、前回調査時に AusAID が支援したリージョン 7 の RLMC を訪問した際、同センター

の印刷機材は使われていなかった。 
- 協力のモダリティについて 

・ 今回 2 回の協議を通じて、EDPIATAF が要望しているものは、JICA の技術協力プロジェク

ト（組織・人材の能力強化のための投入で、投入と成果の論理的な関係を求める、いわば

モデル作り）ではなく、研修経費の負担、印刷機材の供与が中心であると理解した。また、

EDPITAF は、これらをバジェットサポートで実施したいと述べているが、援助のモダリテ

ィにかかわる問題は、調査団の権限を超えるので、JICA 事務所と協議してほしい。 
 
・ EDPITAF から、SWAPs、バジェットサポートによる実施につき発言があり、以下の議論が行

われた。 



 

 

- （EDPITAF）教育省としては、BESRA は SWAPs で実施しており、プロジェクトは生徒の成績

を上げるために必要な要素（TOT、印刷機材、複数リージョン）をすべてカバーする必要があ

る。今回の調査団の提案のように部分的に実施するものでは成果が得られず、実施した部分は

無駄になる（なお、要請書の日本側研修経費負担は 4 リージョンで 186 百万円、リージョン 6
のみで 64 百万円）。 

- （調査団）SWAPs で実施する場合、1 つの政策、計画の下で実施されることが重要であるが、

今回の要請内容全体を JICA が支援する必要はない。ドナーが可能な範囲で部分的に支援を行

うことは通例行われており、これは、フィリピン側の取り組みや他ドナーの取り組みと補完関

係をなすものである。 
- （EDPITAF）上記のような考え方は、セクター・ワイドの 1 つの考え方であるが、EDPITAF

はバジェットサポート型のセクター・ワイドを指向しており、主事・校長研修、印刷機材、す

べてがプロジェクトの中で実施される必要がある。（この部分ロジック不明）一部を実施して

も、全体として成果は上がらず、実施した部分が無駄になる、との考えを示した。 
- （調査団）今回の要請は技術協力プロジェクトとしてなされており、調査団としてはその範囲

で案件形成を行っている。 
- （EDPITAF）技術協力プロジェクトであるかどうかは関心事ではなく、技協、無償など要請内

容を満たすのに適切なウィンドウを単独、あるいは組み合わせてくれればよい。 
・ （EDPITAF）次官補佐等々と協議の結果として、本件を進めることはできない。 

 
2) NEAP、リージョンオフィス 
①NEAP 

【ポイント】 
・ NEAP は本案件概要を大枠で合意している。 
・ NEAP は対象州をリージョン 6 の 1 リージョンのみではなく、もう 1 リージョン増やしてほし

いと考えている。当方でも検討の余地があると考えている。 
 
1. 協議概要 
第 2 次調査の結果を踏まえ、第 3 次調査にて冒頭調査団より案件概要の説明を行った。それを踏

まえ、NEAP（CPMT）からは以下のとおりコメントがあった。 
- SBTP は USMEP を実施するうえでの基盤となり、今回の USMEP では、指導主事や校長を対象

とした人材育成を行うことで理解している。 
- SBTP は現在他のリージョン（リージョン 1、3、4A、NCR）にも拡大しており、それらも含め、

SBTP が機能的に動くようにするため、USMEP の実施を希望している。USMEP をリージョン

6 のみで実施するとのことであるが、ぜひ比較対照も含め他のリージョンも加えてほしい。 
- USMEP を実施する際の、EDPITAF と NEAP の役割を明確化する必要があると考えている。外

国からの援助によるプロジェクトはすべて EDPITAF によって監理されている。しかし、NEAP
も関与することがあり、特に今回の USMEP では、実施・予算交渉は EDPITAF が担当するも

のの、実際の活動に移った場合は NEAP がサポートすることになるだろう。 
 
また、調査団より提案したプロジェクトの概要に対して、NEAP は以下のとおりコメントをした。

 
- SBTP の成果を USMEP につなげることは重要である。また、USMEP 用の中央プロジェクト管



 

 

理チーム（CPMT）をまた新たに組織する必要はない。SBTP の CPMT がそのまま使えるだろ

う。 
- NEAP も SBTP で焦点を当てるべき教育の質について調査を実施する必要があると感じてい

る。 
- SBTP の社会的なインパクトはまだ調査されていない。SBTP の終了時評価では、その点につい

て触れられていない。 
- もし研修内容が教授法や知識、教育評価や教科内容で構成されるのであれば、初年度は 15 日、

2 年目、3 年目は 5 日間の研修が必要であると考える。 
USMEP をリージョン 6 のみで実施するのであれば、選定の際の妥当性を明確にしておく必要が

ある。 
 ②リージョンオフィス、ディビジョンオフィス 
第 2 次・第 3 次調査において、以下のとおりリージョンオフィス 6 などと案件形成のための協議

を行った。概要は以下のとおり。 
 
A. DepEd リージョンオフィス 6、ディビジョンオフィス 
第 2 次事前調査の結果等を踏まえ、案件概要の説明を調査団から行うとともに、関係者からコメ

ントを取り付けた。概要については以下のとおりである。 
 
・リージョンオフィス、ディビジョンオフィスからのコメント 
- SBTP によって開発された授業ガイドは、実際の教室（現場）で使用される必要がある。 
- 中学レベルの教科内容を考えると、より多様化する必要があるし、より深い知識が必要となる。

その観点から、小学校レベルに焦点を当てるのは妥当である。 
- 教員は年間 20 回の SBTP セッション（公開授業と授業検討会）に参加する必要がある。また、

フィリピンの学校年度や授業計画から、1 日に 2 セッション実施される必要がある。もし教材

研究のコンポーネントが USMEP に含まれるのであれば、年間の SBTP セッションの開催回数

を減らす必要がある。 
- 指導主事や校長、マスター教員へのファシリテーション技法の指導に焦点を当てるよりも、教

科内容・知識に焦点を当てるべきである。大半の校長はすでにファシリテーション技法や授業

観察手法の基礎を習得している。 
- 本邦研修の参加者は、45 歳未満とすべきである。 
- TOT の費用分担の観点から、研修の日当・宿泊費は教育省の中央が、また機材などはリージョ

ンオフィスから、登録料などは研修に参加するディビジョンオフィスまたは学校から支払われ

ている。登録料は、研修で使用するのに必要な教材の作成・購入などに充てている。 
- 教材の印刷は、自前のコピー機で行うのが理想的だが、維持費がかかる。外注するほうが効率

的・経済的である。 
 
B. 小・中学校長 

上記同様に案件概要を説明したうえで、校長からは特に研修で学びたい項目の聞き取り調査を行

った。概要は以下のとおり。 
・ 授業観察手法 
・ 理科教員に最低限必要な教科知識 
・ 授業案を含めた教材開発手法 



 

 

・ 指導技術の開発 
・ 効果的な黒板使用法 
・ 児童・生徒への効果的な動機付け手法 
 
C. マスター教員 
上記同様に案件概要を説明したうえで、マスター教員からは大きく以下の 2 点がコメントとして

あげられた。 
- 教員は非常に忙しい状態にある。SBTP をはじめ、毎日授業案などを作成しなくてはならず、

教科内容や教材研究よりも文書の作成に時間を取られている状況である。 
- マスター教員の何人かは、USMEP によって教材研究や指導法改善などが行われ、現在のよう

な状況が改善されるのであれば参加したいと考えている。 
 
3) AusAID 

 第 2 次調査において、フィリピンの基礎教育分野で援助活動を積極的に行っている AusAID から

聞き取り調査を行った。その概要は以下のとおりである。 
 
① DepEd での SWAPｓ（BESRA を中心に）について 
 AusAID より、現在 DepEd で進めている SWAPs、特に BESRA についての現状と、AusAID 側の

認識について説明があった。 
・ SWAPs はわずか 15 カ月前から始まった。BESRA は、各ステークホルダーとの十分な議論を踏

まえ、向う 10 年くらいかけて実施していく方針を示そうとしたものである。 
・ 教育省大臣は 2004 年 12 月、ドナーに対し、SWAPs を進めるときに、BESRA は基本となるフ

レームワークであるという考えを示した。ドナー会議では、JICA、JBIC、WB、UNICEF、USAID、

AusAID、EU、SIDA、英国などが参加し、SWAPs に向けて調和を図らなければならないとい

う認識をしている。 
・ フィリピンでは現在まだプロジェクトベースだが、今後バジェットサポートに移行していくか

どうかは不明。世銀は 6 カ月前より National Support for Basic Education を開始した。Department 
Manegement Budget として、BESRA に合わせた資金のはり付けを行っている。 

・ ドナー会議であるフィリピン開発フォーラム（Philippines Development Forum）が 3 月末に行わ

れ、情報交換のうえ、年次計画や予算などの具体案が詰められるだろう。そして、よりクリア

なコーディネーションシステムが作られていくだろう。司法や保健セクターではすでに SWAPs
が進行している。 

 
②BEAM など AusAID が実施している事業の現状  
ミンダナオ基礎教育支援（BEAM）の概要とともに、AusAID から以下の補足があった。 
・ 古いプロジェクトはデータがデジタルでなかったり、断片的であったりする。それを次のプロ

ジェクトで引継ぎ、完成度を高め、各地域の大学や教材センターを通じ他の地域へ拡大してい

く。 
・ 子どもの人口はどんどん増加しており、現行の政策は必ずしもそれを的確に見込んでいないた

め、2015 年には対象はさらに大きくなり、目標の達成は困難になるだろう。 
・ BEAM、フィリピン・オーストラリア基礎教育プロジェクト（PROBE）いずれの案件も実施内

容はよく似ている。PROBE は広い範囲で、BEAM はもっと絞っている。それらを評価したう



 

 

えで、ビサヤ諸島教育実行強化プログラム（STRIVE）が形成された。しかし、正直なところ 
明確な戦略といえるものはない。相手側の要望を尊重する必要もある。 
 

③AusAID の案件と SBTP の効果的な実施 
当方から SBTP と AusAID が実施している案件の連携状況について質問をした。それに対する

AusAID 側の説明は以下のとおりである。 
 
・ 率直に言えば、案件を実施・監理している上のレベルでは、SBTP と AusAID の案件（BEAM、

STRIVE）が効果的に連携・棲み分けしているという意識はないだろう（地方の教育事務所を

介した活動が結果的に棲み分けしている状況か）。 
・ STRIVE はリージョン 7、BEAM はリージョン 11 と、ローカルのレベルまで話を聞かないと

SBTP を含めた活動展開を詳細に把握はしていない。 
 

これらコメントを受け、調査団より、両地区ではコーディネーションが必要であり、今後に継

続的な話し合いが必要になると思う旨 AusAID 側に伝えた。それを受け、AusAID 側も JICA と

両地区で協力するのは歓迎であり、AusAID の案件で作成された教材を SBTP や今回の USMEP
で共有することも可能である旨の回答があった。 

 
④フィリピンにおける教育行政の現状 
 調査団より、基礎教育法令（RA9155）と特別教育基金（SEF）の 2 点を中心に AusAID 側の聞き

取りを行った。 
まず、調査団より教育行政の分権化、特に RA9155 に基づいて各教育事務所の役割が決まってい

るものの、実際どのような現状か質問した。AusAID からは、未だに予算やマネジメントは分権化

されていないものの、各地方はそれなりにできる限りの対応をしつつあるのでは、との理解でいる

という。 
また、調査団より SEF の使われ方や事業の意義そのものについて確認をした。その点、AusAID

では、セクター横断的に考える必要があり、人口の問題も深刻なため、投入に限りのある事業とみ

ている。 
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